
 
 

第 3回 第４次上越市行政改革大綱等策定委員会 次第 

 

日時：平成 22 年 11 月 24 日（水）午後 1時から 

会場：上越市役所 3階 302 会議室 

 

 

１ 開会 

２ 議題 

⑴ これまでの審議内容との相違点について    資料１ 

⑵ 第４次行政改革の方向性について       資料２  

⑶ 第４次上越市行政改革大綱（案）及び具体的な取組項目を記載した行政改革推進 

計画（案）について 

第４次上越市行政改革大綱（案）      資料３ 

行政改革推進計画（案）          資料４ 

３ その他 

４ 閉会 

 

 

 

 

 

当日配布資料：「事務事業の総ざらい 報告書」 



これまでの審議内容と相違点について 
 

 

 

○ 構成について 

＜これまでの内容＞ 

取組の大きな柱を２つ（「行財政改革による行政運営の適正化」・「市民社会へのアプロ

ーチによる新しい公共の創造」）とした。 

 

＜今回の資料案＞ 

・「市民社会へのアプローチによる新しい公共の創造」については、大綱には掲載しな

い。 

・「行財政改革による行政運営の適正化」については、第 5次総合計画との整合を図り、

４つの柱に分解する（「マネジメントシステムの強化」・「健全財政の推進」・「組織機

構改革」・「人材育成」）。 

 

＜変更理由＞ 

・「市民社会へのアプローチによる新しい公共の創造」の行政改革への位置付けについ

て、全部長で構成される政策検討会議で検討した結果、「行政改革の本質は、『行政

運営の改善』と『健全財政の推進』ではないか」、「行政改革になじまないのではな

いか」との意見が大勢を占めた。 

・また、現大綱の取組関係課による庁内検討会議において、具体的な取組項目を検討

したが、「市民による主体的なまちづくりのきっかけとなる地域振興資金制度の推

進」以外の取組が想定できなかった。 

 
 

 

○ 取組について 

＜これまでの内容＞ 

「適切な給与水準への見直し」に取り組む。 

 

＜今回の資料案＞ 

取組から削除する。 

 

＜変更理由＞ 

現大綱でも、人事院勧告及び新潟県人事委員会の給与勧告に基づき、削減しているに

とどまっており、あえて行政改革の一取組として掲載する必要性がないと考えるに至

ったため。 

資料１ 



 

 
 

資料２ 

 

 

１ 基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

２ 策定の背景 

○ 将来的な財源不足  

 普通交付税が平成 27 年度から段階的に減額され、32 年度からは本来の普通交付税額となり、

約 80～90 億円の大幅な減少となることから、効率的で効果的な行財政運営を行う必要がある。 

 

○ 「事務事業の総ざらい」で総括した課題の改善 

全事業を対象に行政によるセルフチェックとして「事務事業の総ざらい」を実施し、この過

程で明らかになった当市が抱える行財政運営上の課題について、解消に向けた取組を第４次行

政改革に位置付ける。 

 

○ 第３次行政改革の課題 

取組のねらいを的確に表していない目標や、測定が困難である数値目標等があり、取組の効

果を正しく検証できないケースがあったことから、取組の成果を正しく把握・検証し、改善に

結びつけることができるよう目標設定方法を見直す。 

・本質的な目標設定 

・検証可能な目標設定 

・分かりやすく、自覚を持って取り組める進捗管理 

・目標は具体的な取組項目に設定 

 

○ 第３次行政改革の成果の継承 

第３次行政改革では、自主自立の財政基盤を確立し、最小の経費で最大の効果を上げる行政

運営の実現を目指してきた。この方向性は普遍であり、成果のある取組は、第４次行政改革で

も引き続き取り組む。 

 

 

 

 

 

３ 第４次行政改革の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・育成と任用が連動する人事行政の推進 
・基礎的な資質・能力の底上げ       等 

 
○効率的で効果的な財政運営 
 ・高利率の市債元利償還金の繰上償還、借換え 
 ・事業の改善・廃止計画の適切な進捗管理  等 
○公の施設の見直し 
 ・公の施設の利用状況等を踏まえた統廃合の実施 
 ・公の施設の除却計画の作成による計画的な施設の除却  等 
○第三セクター等の経営改善 
 ・市の関与度合いが高い第三セクターの経営の健全化と今後の方
向性の明確化  等 

○市が保有する資源を活用した歳入確保 
 ・市税等の収納率の向上 
・売却が可能な資産の積極的な売却  等 

第４次行政改革の方向性について（案） 

「すこやかなまち」づくりへの取組 

下支え 

 
・組織機構の恒常的な見直し 
・木田庁舎・総合事務所のあり方の見直し  

② 健全財政の推進～普通交付税の減額を見据えた財政基盤の強化～ 

③ 組織機構改革～効率的な業務執行ができる組織への見直し～ 

○市政運営の方針に基づき、第４次行政改革における取組を「すこやかなまち」づくりへの

取組の「下支え」として位置付ける。 

○「事務事業の総ざらい」で総括した課題の解決に向けた取組を反映する。 

○第3次行政改革の取組の課題・成果を、第4次行政改革に反映する。 

 
・戦略的な視点を持った施策・事業の重点化 
・事業の成果等の評価による事業展開の方向付け 

④ 人材育成～職員の育成と活用による組織力の向上～ 

第４次行政改革 

① マネジメントシステムの強化～事業の重点化と評価に基づく事業展開～ 

行財政改革による行財政運営の適正化 
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